
 
店舗型異性紹介営業(いわゆる｢出会い喫茶｣)の法規制の実施等について 
 
 現在、｢出会い喫茶｣という営業が大都市圏を中心に広がっており、これに伴い、

利用した青少年が児童買春やわいせつ行為の被害者となる事件も多発しています。 

 ｢出会い喫茶｣は、料金を支払った男性客が店内にいる面識のない女性を指名し、

合意すれば店外に連れ出すことができるというもので、現在のところ「風俗営業等

の規制及び業務の適正化等に関する法律」（以下｢風営法｣という。）などの規制対

象とはなっておりません。 

 こうした状況に鑑み、首都圏の各自治体では独自の条例などによる取組を進めて

いるところですが、今後、こうした法の隙間を縫った極めて悪質な営業が、全国各

地で展開されることが十分に想定されるため、青少年の保護、清浄な地域環境の保

持の両面から、全国一律に規制し、また、青少年が利用することのないよう啓発す

ることが必要です。 

 そこで、国におかれては、 

１ 「風営法」の改正により｢出会い喫茶｣を全国一律に規制すること 

２ 保護者や青少年に対し、｢出会い喫茶｣の危険性などについて周知啓発を行う

こと 

を早期に実施されるよう強く要望します。 
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